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（台　東　区）

国 調 人 口面 積人 口 密 度人 口 集 中 地 区 人 口人 口

17年　 165,186 人 10.08 K㎡ 16,388 人 165,186 人 19.4.1 172,812 人

12年　 156,325 人 10.08 K㎡ 15,508 人 156,325 人 18.4.1 170,898 人

区 分平 成 18 年 度平 成 17 年 度増 減 率区 分平 成 18 年 度平 成 17 年 度

 千円 千円 ％ 千円 千円

歳 入 総 額 Ａ 86,543,872 82,784,739 4.5 基 準財政需要額 49,520,221 45,381,524

歳 出 総 額 Ｂ 84,108,109 80,925,512 3.9 基 準財政収入額 20,118,152
千円

19,174,877
千円

歳 入 歳 出 差 引 額
Ｃ 2,435,763 1,859,227 31.0 標 準 財 政 規 模 52,862,121

千円
48,583,262

千円

（ Ａ ） － （ Ｂ ）

翌 年 度 に 繰 り
Ｄ 131,792 190,632 △ 30.9 財 政 力 指 数 0.42 0.43

越 す べ き 財 源

実 質 収 支
（ Ｃ ） － （ Ｄ ）

Ｅ 2,303,971 1,668,595 38.1 実 質 収 支 比 率

％ ％

4.4 3.4

単 年 度 収 支 Ｆ 635,376 △ 127,564 公 債 費 比 率

％ ％

9.2 9.7

積 立 金 Ｇ 1,375,752 1,091,690 26.0 実 質公債費比率
％ ％

8.2 8.9

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0.0 経 常 収 支 比 率
74.9 ％ 79.4 ％

( 75.3 %) ( 80.1 %)

積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 0 0 0.0 地 方 債 現 在 高 32,649,412
千円

35,868,209
千円

実 質 単 年 度 収 支
Ｊ 2,011,128 964,126 債 務負担行為額 4,692,128

千円
2,816,023

千円

 (F)+(G)+(H)-(I) 

職 員 数 等 の 状 況

積
　
　
立
　
　
金
　
　
の
　
　
状
　
　
況

区 分財政調整基金減 債 基 金
その他特定目的
基 金

合 計

区 分

19.4.1 18.4.1

職 員 数
一 人 当 り 平 均新規採用

職 員 数
一人当り平均

給 料 月 額職 員 数 給 料 月 額

17年度末
現在高

千円 千円 千円 千円

普
 
　
通
 
　
会
 
　
計

人 円 人 人 円

4,561,098 4,428,338 14,995,831 23,985,267一 般 職 員 1,538 338,981 56 1,565 345,176

う ち
技能労務

187 356,740 0 212 364,803

18
年
度

積
立
額

1,375,752 8,726 2,143,010 3,527,488

教育公務員 64 356,605 5 64 357,567
取
崩
額

12,000 12,000
臨 時 職 員 0 0 0 0

小 計 1,602 339,685 61 1,629 345,663 調
整
額

その他の会計 84 302,706 5 83 313,139

18年度末
現在高

5,936,850 4,437,064 17,126,841 27,500,755
合 計 1,686 337,843 66 1,712 344,086

　（注１）「経常収支比率」の分母は、17年度・18年度ともに経常一般財源等歳入合計、減税補てん債及び臨時財政対策債の合計である。
　（注２）「経常収支比率」中の（　）書きは、減税補てん債及び臨時財政対策債を分母に含めない場合の数値である。
　（注３）「公債費比率」の分母は、臨時財政対策債発行可能額を含む。
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　　　　　　　　 区　名

決 算 額構 成 比増 減 率 構 成 比 一 般 財 源 等
経常収
支比率

千円 ％ ％ ％ 千円 ％

17,431,085 20.1 10.2 20.0 15,756,898 27.3

1,126,135 1.3 12.5 13.3 10,370,352 18.8

251,272 0.3 9.9 2.5 2,075,352 2.6

149,063 0.2 37.6 27.6 6,277,247 11.3

133,895 0.2 △ 16.0 6.1 5,128,636 9.3

3,741,816 4.3 4.9 6.1 5,128,636 9.3

0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

535,348 0.6 5.8 53.7 27,162,781 48.0

736,443 0.9 △ 25.1 12.8 8,337,387 13.8

31,310,922 36.2 11.5 1.1 905,904 1.6

普通交付金 29,402,069 34.0 12.2 7.0 5,374,588 5.7

特別交付金 1,908,853 2.2 1.5 4.2 3,450,321

38,061 0.0 2.9 0 0

　 55,454,040 64.1 9.8 4.7 1,345 0.0

559,274 0.6 2.0 11.3 9,141,515 5.8

2,323,289 2.7 △ 1.9 0.0 0 0.0

713,380 0.8 △ 3.6 41.1 27,211,060 26.9

14,265,253 16.5 △ 5.7 5.2 3,067,926 ○経常経費充当

4,845,854 5.6 2.6 補助事業費 0.4 83,219 　一般財源等

635,621 0.7 28.2 単独事業費 4.8 2,984,707 千円

118,995 0.1 11.5 うち人件費 0.2 166,936 ○歳入経常一般財源等

175,480 0.2 △ 78.5 0.0 0  ＋減税補てん債

1,859,227 2.2 △ 7.3 0.0 0  ＋臨時財政対策債

4,632,459 5.4 △ 3.4 5.2 3,067,926 千円

961,000 1.1 71.6 ・歳入経常一般財源等

31,089,832 35.9 △ 3.7 千円

86,543,872 100.0 4.5 100.0 57,441,767

決 算 額構 成 比増 減 率 構 成 比 構 成 比 (%)

千円 ％ ％ 千円 ％ 79.0

584,513 0.7 0.2 1.0 0.3

13,125,730 15.6 25.3 21.0 20.6

36,908,823 43.9 △ 2.2 32.5 0.0

7,702,377 9.2 6.0 10.2 0.0

277,340 0.3 12.6 0.4 0.0

0 0.0 0.0 0.0 100.0

5,396,266 6.4 1.5 3.0

7,092,192 8.4 6.7 10.6

619,657 0.7 53.7 0.8

7,269,449 8.6 0.7 11.5

0 0.0 0.0 0.0

5,131,762 6.1 2.1 8.9

0 0.0 0.0 0.0 歳入 0.8

歳出 3.7

歳入 △ 6.7

（注）「公営事業・公営企業会計」欄の「普通会計繰入繰出額」の単位は 歳出 △ 6.2

　　　「千円」である。 歳入 5.8

歳出 2.3

歳入 皆減

歳出 皆減

歳入 皆増

歳出 皆増

歳入 79.9

歳出 58.3

6,266,708

5,128,636

0.0

905,9044.5

△ 38.3

△ 1.7

△ 8.6

7.8

災害復旧事業費

△ 2.2

2.1

152.6

5,923,566

3,527,488

300,900

4,048,826

23,229,393

5,128,636

財政調整交付金

地方特例交付金 物 件 費

維 持 補 修 費

一時借入金利子

義 務 的 経 費 計 45,206,480

そ の 他 経 費 計

10,731,005

954,837

普通建設事業費

補 助 費 等

積 立 金

34,551,903

4,349,726

0

54,934,827

0

4,349,726 55,244,827

0.0

△ 5.6

5,128,636

0

2.8

△ 0.6

7,632,673

2.1

0.0

9,406,295

普 通 会 計

19,619,456

19,539,102

繰入繰出額

3,140,284

110,204

0

1,060,864

53,276

事 業 会 計

12,064,701

18,679,307

5,879,993

法 定 外 普 通 税

鉱 産 税

249,356

0

1,717,539

入 湯 税

3,121,943

介 護保険事業

（保険事業）

84,108,109 100.0 3.9
老 人保健医療

57,441,767 100.0

介 護保険事業

481,786

台東区

41,386,997

0

14,887,232

3,225,367

経 常 一 般 財 源

千円

26,499,765

現 年 課 税 分 (%) 合　　計　(%)滞 納 繰 越 分 (%)

国民健康保険

97.1 24.2

決  算  額 (千円) 増 減 率 (%)

52,616

13,778,915

特　　別　　区　　税

軽 自 動 車 税

12.0

決 算 額 ( 千 円 ) 増 減 率 (%)

2.2

3.9

皆増

0 0.0

0.00

3,598,616 3.8

1,621,201

15,392,124

15,207,948

10,004,185

938

93.0

公 営 事 業 ・ 公 営 企 業 会 計

特 別 区 た ば こ 税

12.0

△ 5.6

千円

15,104,421

10,364,696

％

0.9

△ 2.1

16,848,451

11,153,867

1,345

9,499,664

0

3,915,343

0.0

9.7

消 防 費

0

5,131,762

5,128,636

0

84,108,109

175,849

区 分

6,578,988

6,074,247

商 工 費

土 木 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

特 別 区 民 税

うち退職金

扶 助 費

公 債 費

元 利 償 還 金

2,075,352 27.9

0.0

△ 0.4

0

総 務 費

議 会 費

分担金・負担金

都 支 出 金

区 分

合 計

寄 附 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

教 育 費

（介護サービス）

－

1,899,588

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

－

公営企業会計

0

合 計

財 産 収 入

諸 収 入

繰 入 金

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

失業対策事業費

投 資 的 経 費 計

合 計

一 般 財 源 等

584,088

国 庫 支 出 金

区 分

交通安全対策特別
交 付 金

一 般 財 源 計

特 定 財 源 計

地 方 債

投 資 ・ 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

繰 上 充 用 金

特 別 区 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割
交 付 金

増 減 率

歳　　　　　　　　　入

区 分 決 算 額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分

人 件 費

うち職員給

公営企業会計 2,188,976

1,829,936

4,607,315

1,440,834

事 業 会 計

1,488,339

0

（ 駐 車 場 ） 4,607,315 0

合 計 17,431,085 10.2

特 別 区 民 税 徴 収 率

（介護サービス）

－

－
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【用語の説明】 
 
○一般会計と特別会計 
 一般会計は、特別会計以外の一般的な収支を経理するもので、税収入を主な財源に、

自治体の基本的かつ主要な活動に必要な経費を計上した会計である。 
 特別会計は、特定の事業・資金などについて特別の必要がある場合に、一般会計から

区分してその収支を別個に経理する会計をいう。 
 
○普通会計 
 各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政全体の分析等に用いられる統計上、観念

上の合計であり、総務省の定める基準をもって、各地方公共団体の会計を統一的に再構

成したものである。 
 対象となる会計は、一般会計を中心として、公営企業会計、準公営企業会計及び収益

事業会計を除く特別会計で、会計間の重複等を控除した純計を算出する。 
 台東区の場合、平成１１年度までは老人保健施設会計が普通会計に含まれていたが、

平成１２年度に介護保険関連の経費と共に普通会計から除かれたため、現在は一般会計、

病院施設会計及び用地会計により普通会計を構成している。 
 
○一般財源と特定財源 
 財源の使途が制約されるかどうかによる区分である。 
 一般財源は、使途が制約されず、どのような経費にも使用することができ、特定財源

は、使途が特定されている財源である。 
 一般財源の範囲については、明確な規定はない。 
 財政分析上では地方税、地方譲与税、地方交付税を一般財源としている。 
 
○義務的経費と投資的経費 
 歳出経費の性質による分類、義務的経費は、人件費、扶助費、公債費の合計をいい、

この経費は、法令の規定あるいはその性質上支出が義務づけられているため、任意に削

減できない。 
 財政構造の弾力性を判断する指標のひとつとして、歳出総額に占める義務的経費の割

合や、一般財源総額に占める義務的経費に充当された財源の割合をみる場合がある。 
 これらの割合が高くなるほど､他の経費に充てる財源がなくなるために、財政構造が硬

直化し、弾力性を失うことになる。 
 投資的経費は、普通建設事業費と災害復旧事業費等の合計をさすもので、その支出効

果が長期間にわたるため、資本形成に役立つ。 
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○経常一般財源 
 毎年度経常的に収入される財源のうち、使途を特定されないものをいう。 
 歳入総額または一般財源総額に対して経常一般財源の占める割合が大きいほど、その

団体の収入の安定性と財政上の自立性が高いと言える。 
 
○経常的経費と臨時的経費 
 毎年度継続的、恒常的に支出される経費を経常的経費という。 
 これに対して、突発的、一時的、不規則的に支出される経費を臨時的経費という。 
 一般的には、人件費、物件費、扶助費、公債費、補助費等を経常的経費とし、それ以

外の経費を臨時的経費という。 
 
○基   金 
 基金は、特定の目的のために財産を維持し、または積み立て、あるいは定額の資金を

運用するために、条例により設けられている。 
 基金のうち、大幅な税の増収があった場合などに積み立てを行い、財源が不足する場

合などに取崩すことによって年度間の財源を調整し、長期的視点から、財政の健全な運

営を図ることを目的として設置された基金を「財政調整基金」という。 
 
○減税補てん債 
 個人住民税等に係る税制改正に伴う地方公共団体の減収額を埋めるために発行される

地方債をいう。 
 減収補てん債が地方財政法第５条に定める事業（適債事業）に充当するのに対して､減

税補てん債はそれ以外の経費にも充当することができるとされている。 
 
○標準財政規模 
  地方自治体の標準的な財政規模を歳入面からみた指標で、国庫支出金や地方債など建

設事業費等に充当する財源を除いた、一般財源の標準的な規模を示したもの。 
 
○財政力指数 
  基準財政収入額を基準財政需要額で除したもの。地方公共団体の財政力を判断する指

標。この指数が大きいほど財源に余裕があるとされている。 
 
○実質収支比率 
 標準財政規模に対する実質収支額の割合をいう。 
  実質収支比率＝実質収支額／標準財政規模×１００ 
 実質収支に示される数値は、当該地方公共団体の財政運営の状況を判断する重要なポ

イントであるが、数値が大きいほど財政運営が良好であるとはいえない。 
  財政運営上、どの程度の実質収支が適度であるかは、各地方公共団体の財政規模等に

より異なるが、経験的には概ね実質収支比率で３～５パーセントといわれている。 
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○公債費比率 
 標準財政規模に臨時財政対策債発行可能額を加えた額に対する公債費充当一般財源の

割合である。 
 この数値が大きいほど、財政の硬直化が進んでいることになる。 

 
○実質公債費比率 

平成１８年度から、地方債の発行が許可制から協議制となったことに伴い導入された

指標。公債費だけでなく、債務償還経費や、一部事務組合に対する負担金、公営企業会

計に対する繰出金なども含めて算定し、それらの標準財政規模に対する割合を見る。実

質公債費比率が 18%以上となる地方公共団体については、地方債協議制度移行後におい
ても、起債に当たり許可が必要となる。 

 
○経常収支比率 
 経常一般財源に対する、経常的経費に充当された一般財源の割合。 
 人件費、扶助費、公債費など容易に縮減することが困難な経常的経費に、地方税や普

通交付金を中心とする経常一般財源がどのくらい使われているかを見ることにより、財

政構造の弾力性を測定しようとするもので、歳入構造と歳出構造をリンクさせた総合的

な指標である。この数値が大きいほど、新たな施策に対応する余裕がなく、財政の弾力

性が失われていることになる。経常収支比率の適正水準は、一般に７０～８０％といわ

れている。 
 
○都区財政調整制度 
・基本的な仕組み 
 特別区の区域が大都市として、一体的に発展してきた歴史的な沿革などから、都区制

度改革後も都と区で市の事務を分担する必要があり、また特別区相互間の税源の偏在を

調整して行政水準の均衡を図る必要がある。 
 このために、都が課税する税から一定の部分を一定のルールに基づいて、２３区各区

に必要な額の交付金を配分する制度。 
・平成１２年度改正の新しい都区財政調整制度 
 特別区が基礎的な自治体として位置付けられたことを踏まえ、財政運営の自主性・自

立性を高める観点から改正を行った。 
 この新しい財政調整制度では、総額補てん主義・納付金制度が廃止され、都区間配分

を中期的安定的なものとし、清掃事業移管による「清掃費」の新設などにより、区側へ

の配分割合が４４％から５２％になった。 
・都区財政調整にかかる主要５課題 
 平成１２年度の都区制度改革の実施にあたり、「役割分担を踏まえた財源配分のあり

方」をはじめとして、５つの課題（＝「主要５課題」）が積み残された。この課題につい

ては、最終的に１８年度の都区協議会において、三位一体改革の影響に対する配分割合

の変更の対応などをすることで合意に至った。 
 この合意を踏まえ、１９年度財調協議において、区側への配分割合が５２％から５５％

に変更された。 

   
（124） 


